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[要旨] 

 

賃金格差の問題は企業の賃金決定行動と深く関わっており、企業の賃金決定慣行の変化

との関係が議論されている。しかしながら、企業内の格差を包括的に測定することは非常

に難しく、企業規模別や産業別の企業の分析や企業ごとの事例研究にとどまることが多い。

本稿では、約 1500 の健康保険組合の月次報告データ（2003 年 4 月から 2008 年 3 月）の

標準報酬月額分布（賃金分布）を用いることにより、企業内および企業間の格差の測定を

行ない、全体の格差への寄与を分析した。 

分析の結果、企業内の賃金格差は男性の方が大きいが、企業間の賃金格差は女性の方が

大きいことが確認された。また、全体の格差は、2003 年時点で女性の方が大きかったが、

2003 年から 2007 年にかけて男性の格差は大きく拡大し、2007 年で逆転した。男性の全体

の格差の拡大において、企業内格差の拡大の寄与が大きく、個々の企業内部の格差が確実

に広がっていることが確認された。さらに、男女とも企業間格差は縮小して、企業の平均

賃金の偏りは小さくなっていることが確認された。 

 

 

キーワード： 賃金格差、企業内格差 

JEL classification： J31, D31 
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１．はじめに 

  

格差の問題は、最も多くの人の関心を集める問題の一つであろう。一方で、格差の定義

に関して、統一的な定義を見出すのは難しく、また、格差の是非に関しても、意見の一致

は得られていない。一般的に、所得により格差を定義するが1、所得をどこまで含めるかと

いう「所得の定義」が問題となる。また、誰の格差を測定するのかという「対象の定義」

の問題がある。さらに、誰と比較をするのかという「比較の定義」がある。最後に、1 時点

での所得か、生涯の所得か、「時間の定義」がある。どのような考えに基づき、どのように

格差を定義するのか、また、どのデータを用いるのかにより、格差の値は異なってくる。 

所得データには、「所得再分配調査」、「国民生活基礎調査」、「家計調査」、「全国消費実態

調査」によるデータがある2が、調査により「所得の定義」が異なることにより、格差指標

であるジニ係数の値は大きく異なってくる3。「所得再分配調査」の当初所得から格差を測定

すると、橘木（1998）において、日本の不平等度は先進国の中で非常に高く、不平等度の

急激な上昇トレンドが観測される一方で、「所得再分配調査」の所得概念を「家計調査」の

所得概念に近づけることによって、ジニ係数の水準が大きく低下し、急激な上昇トレンド

も解消されることが確認されている（大竹・齊藤（1999））。「所得再分配調査」の当初所得

には年金所得が含まれないため、年金所得により生活をする高齢者の所得が大幅に下がり、

格差指標が大きく算出されて、不平等度の急激な上昇トレンドも、人口の高齢化のための

みせかけの格差拡大として生じたことが確認されている。 

「所得の定義」に関して、賃金所得のみにより定義することも可能である4。この場合、

「対象の定義」は勤労者のみとなり、所得の格差よりも狭い対象範囲となるが、所得全体

において、賃金所得の占める割合は多い。また、賃金格差の問題は企業の賃金決定行動と

深く関わっており、非常に重要な問題である。企業の賃金決定の慣行の変化と賃金格差の

関係が議論されてきている。 

格差の定義に関しては、「年功序列賃金」において、1 時点の格差より生涯の格差を考慮

する「時間の定義」が重要となる。また、年齢や勤続年数の同じ勤労者の間の格差を測定

するなど、「比較の定義」が重要となる5。しかし、本稿ではそれらの要因も含めて、結果と

して、全体の格差が 1 時点において生じているのかという視点から分析を行う。 

                                                  
1 橘木（2006）によると、所得による格差の定義の他には、経済学において人々の効用を表す消費による

定義、金融資産や不動産資産などの保有額による定義、所得による定義などがあるが、データの信頼性の

観点から、所得により格差を測定することが一般的である。 
2 調査の頻度と主体は異なっており、所得再分配調査（厚生労働省３年に一度）、国民生活基礎調査（厚生

労働省毎年）、家計調査（総務省毎月）、全国消費実態調査（総務省５年に一度）となっている。 
3 所得は、①賃金所得、②事業所得、③農家所得、④家庭内労働所得、⑤資産所得、⑥雑収入などにより

構成される。 
4 賃金データとして、「賃金構造基本調査」のデータが主に用いられている。また、アンケート調査による

実証研究も多数ある。最近では、慶応義塾大学家計調査(KHPS)のような大規模な調査も行われている。 
5 篠崎（2001）では、「賃金構造基本調査」を用いて、1980～90 年代の賃金格差の推移とその要因を分析

し、賃金格差の上昇は人口高齢化によりもたらされたと結論つけている。他に、勤労者の属性を配慮した

分析として、大竹（2005）、三好（2007）などがある。 
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企業の賃金決定の慣行の変化については、橘木（2006）によると、各産業の経営者代表

と労働組合代表により賃金交渉がなされる「中央集権的な賃金決定」が崩れ、「賃金決定の

分権化」が進む中、各企業で賃金の伸び率を決める方式が取られるようになり、企業業績

の違いや支払能力を反映した企業間の賃金差が生じたとしている。さらに、従来の「年功

序列賃金」から「成果主義賃金」へと変化させる企業も見られ、企業内の格差や企業間の

格差がどのように生じているのかを観測することは非常に重要である6。 

しかしながら、企業内の格差を測定することは非常に困難で、既存研究では、企業内の

格差と企業の業績の関係について、企業の規模や産業ごとの平均的な業績と賃金格差との

関係を間接的に測定することにより議論されてきた。また、企業の評価体系と企業内格差

の関係については、事例研究にとどまっている。本稿で用いる健康保険組合データでは、

組合ごとに賃金の分布を捕らえることが可能であり、詳細な分析を行うことが可能となる7。

本稿では、企業内および企業間の格差の特徴を分析して、全体の格差へどのような影響を

与えているのか、企業内格差の基礎的な分析を行うことを目的とする8。 

分析の結果、企業内の賃金格差は男性の方が大きいが、企業間の賃金格差は女性の方が

大きいことが確認された。また、全体の格差は、2003 年時点で女性の方が大きかったが、

2003 年から 2007 年にかけて男性の格差は大きく拡大し、2007 年で逆転した。男性の全体

の格差の拡大において、企業内格差の拡大の寄与が大きく、個々の企業内部の格差が確実

に広がっていることが確認された。さらに、男女とも企業間格差は縮小して、企業の平均

賃金の偏りは小さくなっていることが確認された。 

本稿の構成は以下のとおりである。次章で用いるデータの説明をして、3 章で格差指標の

要因分解に関する分析手法を説明する。４章では、企業内格差、企業間格差、要因分解に

ついて分析結果を紹介する。５章でまとめと考察をおこなう。 

 

２．用いるデータ 

 

本稿では、健康保険組合の月次報告データ9を用いる。データ期間は、2003 年 4 月から

2008 年 3 月の 60 ヶ月間であり、各時点において約 1500 の組合がある。データの項目は、

被保険者数（男女別）、異動状況（加入者数・脱退者数）（男女別）、標準報酬月額別（39 の

等級に分類）の人数（男女別）、平均報酬月額（男女別）、平均賞与月額（男女別）の他に、

医療に関わるデータ（高額療養費、傷病手当金、埋葬料、出産一時金、出産手当金の金額

                                                  
6「年功序列賃金」では、生活給という生活に必要な額を支給するという概念に基づいているが、労働への

対価の観点からは不平等とも言える。また、「年功序列賃金」は、若者から中高年への所得移転とも見なす

ことができ、終身雇用が保障されない場合には、生涯賃金においても大きな格差が残存する可能性がある。 
7 本研究で用いたデータは、企業内の格差を捉えることが出来る点で優れているが、「賃金構造基本調査」

などの既存研究でのデータと異なり、個人のプロファイル（勤続年数や学歴、性別など）の情報を有して

いない。 
8 企業業績との関係については、今後の課題とする。上場企業の財務データとのマッチングを行うことに

より、上場企業と非上場企業の違いや上場企業の業績との関係を分析することが可能である。 
9 厚生労働省に対して、情報公開請求をすることにより入手可能である。 
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や件数、療養費（入院、入院外、歯科、薬剤）の件数、金額、日数などが含まれている10。 

 

 （単位：円） 

図表１ 標準報酬月額等級の金額 

（出所）筆者作成 

                                                  
10 格差と健康という社会疫学の観点からの分析も可能である。河野・齊藤（2010）を参照されたい。 
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「賃金構造基本調査」におけるサンプル数は約 100 万人であるが、本稿で用いるデータ

の被保険者数は、各時点において 1500 万人程度である11。格差の測定には、標準報酬月額

の等級の分布を用いるが、標準報酬月額は図表１のように区分されている。 

図表２は、標準報酬月額の等級の分布を男女別に表わしている。各等級の被保険者数を

2003 年 4 月から 2008 年 3 月の 60 ヶ月間で合算して、各等級の割合を算出した。 

図表より、男性と女性では、異なる等級にピークがあることが分かる。男性の賃金分布

では、月額 41 万円（23 級）にピークがあり、女性の賃金分布では月額 22 万円（14 級）に

ピークがあることが確認された12。 

 

 

図表 2 標準報酬月額の分布 

（注）各等級に対応する標準報酬月額は、図表 1 に示すとおりである。 

（出所）筆者作成 

 

 

３．格差指標と要因分解 

 

 本稿では、格差指標として平均対数偏差（MLD ）を用いて、賃金の格差を評価する13。

MLD は（１）式のように定義され、賃金の平均値 x の対数と賃金の対数平均値 )log(x の

                                                  
11 被保険者数は、男性 1000 万人強、女性 500 万人弱である。 
12 13 級および 23 級の分布の不連続は、それぞれの等級に対応する標準報酬月額のレンジが異なることに

より生じている。 
13 格差指標として、GINI 係数を用いることも可能であるが、GINI 係数では、全体の格差を企業内格差と

企業間格差に分割することが困難で、格差の要因分解が出来ない。 
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差により表わされる。ここで は個人jx j の賃金である。 
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MLD は格差の要因分解をするのに便利である。すなわち、（２）式のようにグループ内

格差による寄与とグループ間格差による寄与に分解することが可能である。 
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グループ内格差による寄与（ ）は、（３）式のようにグループの構成比

g

x

)

log(

)

inMLD g で重み

付けしたグループ内の格差（ の平均値により表される。また、グル 格差に

よる寄与（ ）は、（４）式のようにグループの平均賃金間のばらつきを、

gMLD ） ープ間

betMLD MLD によ

差とよび、 をグループ間格差と呼び、グループを企

業 プと考 差、後

上のような要因分解は、格差の変化（

って評価したものである。 

以後、 inMLD をグループ内格 betMLD

のグルー える場合、前者を企業内格 者を企業間格差と呼ぶ、 

 

MLD以 ）にも行うことが可能であり、（５）式の

ようにグループ内格差の変化（ inMLD ）とグループ間格差の変化（ betMLD ）に分解で

きる。ここで格差の変化（ MLD の）は t期 MLD と 1t 期のMLD の差で定義され、グル

ープ内格差の変化とグループ間格差の変化についても、同様に定義される。 
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さらに、グループ内格差の変化（ inMLD ）とグループ間格差の変化（ ）は、

純粋効果とグループの構成変化による寄与に分解することが可能である

betMLD
14。 
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（６）式のようにグループ内格差の変化は、純粋効果（ 
gn

gg MLD
1g
 ）と構成変化の

効果（ 
gn

gg MLD
1g

  ）に分けられる。純粋効果は、個々のグループ内の格差の変化

（ ）の重み付き平均値であり、構成変化の効果は、格差の大きなグループの構成が

増えることにより格差が拡大する効果を表している。 

gMLD

また、（７）式のようにグループ間格差の変化は、純粋効果（ 
gn

g gg xx
1

)/log(  ）と

構成変化の効果（ 
gn

g gg xx
1

)/log(  ）に分けられる。純粋効果はグループごとの平均値

のちらばりの変化を表しており、構成変化の効果は、グループごとの平均値分布において、

分布の端に位置するグループの構成が増えることにより格差が拡大する効果を表している。 

既存研究では、同年齢のグループを考えて、同年齢グループ内の格差や年齢グループ間

                                                  
14 Mookherjee and Shorrocks (1982)では、グループ間格差の要因分解において、構成変化により平均値が

変化する効果も考慮し、純粋効果の測定を行っているが、本稿では、単純化した分析を行っている。 
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の格差の変化、年齢構成の変化による効果の要因分解を行うものが存在する。本稿では、

同じ企業のグループを考え、企業内格差および企業間格差を捕らえることを目的とする。

厳密には、健康保険組合と企業の区切りは一致していない。例えば、富士通健康保険組合

は富士通グループ全体の社員が被保険者として含まれている。また、複数の企業の連合に

より組織される組合も存在する。しかし、本研究では、一つの組合を一つの企業とみなし、

企業内格差と企業間格差として評価する。 

 

４．分析結果 

 

 本章では分析結果を示す。まず、1 節で全体の格差の変化を賃金分布の変化と格差指標の

変化により整理する。2 節では、企業ごとに格差指標を算出して、格差指標の分布と変化を

測定し、企業内格差を評価する。3 節では、企業の平均賃金の分布と変化を測定し、企業間

格差を評価する。最後に 4 節では、全体の格差の変化における、企業内格差と企業間格差

の寄与、純粋効果と構成変化の寄与に要因分解を行う。 

 

４．１ 賃金分布と変化と格差指標 

 

本節では、全体の格差の変化を整理する。補論 A に示すように、賃金分布には季節性が

存在する。そのため、12 ケ月のデータの平均値により、年次データとして扱う。具体的に

は、各等級の被保険者数の数を 12 ケ月の平均をとり、年次の等級の分布として評価する。

例えば、2003 年の分布は 2003 年 4 月から 2004 年 3 月の平均値により評価する。 

図表 3 および図表 4 はそれぞれ男性と女性の 2003 年の賃金分布と 2003 年から 2007 年

までの人数の変化を表わしている。 

図表より、男性の 2003 年の賃金分布では、図表 2 と同じように、2003 年の賃金分布は

23 級にピークがあるが、2003 年から 2007 年までの変化において、23 級のピークの外側に

おいて、人数が増えていることが確認される。すなわち、男性の賃金格差が拡大している

ことを示唆している。 

また、女性の 2003 年の賃金分布においても、図表 2 と同じように、2003 年の賃金分布

は 14 級にピークがあるが、2003 年から 2007 年までの変化は、2003 年の賃金分布に比べ、

ピークの外側に人数の割合が多いことが確認され、女性の賃金格差も拡大していることを

示唆している。 
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図表 3 標準報酬月額分布と変化（男） 

（注）各等級に対応する標準報酬月額は、図表 1 に示すとおりである。 

（出所）筆者作成 

 

 

図表 4 標準報酬月額分布と変化（女） 

（注）各等級に対応する標準報酬月額は、図表 1 に示すとおりである。 

（出所）筆者作成 
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次に、賃金格差の変化を格差指標により評価する。図表 5 では、3 章で説明した平均対数

偏差（MLD ）を用いて、2003 年から 2007 年までの賃金格差の変化を示している。図表

より、男性、女性ともに賃金格差が拡大したことが確認された。また、2003 年の時点では、

女性の格差は男性の格差よりも大きいが、男性の格差の大きな上昇により、2007 年の時点

では逆転し、男性の格差の方が大きくなっていることが確認された。このような傾向は、

係数を用いて格差の変化を観測した場合にも確認されるGINI 15。 

 

 

図表 5 MLD からみた賃金格差の変化 

（出所）筆者作成 

 

４．２．企業内格差 

 

本節では、企業内の格差に注目する。3 章で述べた通り、企業内格差は、企業ごとのMLD

の重み付きの平均値によって表されている。 

図表 6 と図表 7 では、企業ごとの賃金分布から格差指標（MLD ）を算出して、その分布

を示している。男性と女性ともに分布が右にシフトしていることが確認される。それぞれ

の企業において、企業内の格差を拡大する傾向があることが確認される。 

企業内MLD の指標では、図表 6 と図表 7 の分布に対し、従業員数16で重み付けした平均

値により評価する17。図表 8 では、企業内MLD の推移を示している。 

                                                  
15 補論 B では、GINI 係数から見た格差の推移を示している。 
16 正確には、組合の被保険者数被保険者数による重み付けである。 
17 組合の被保険者数被保険者数で重み付けした MLD の分布では、図表 6 および図表 7 と多少異なって見

えている。被保険者数の多い組合が分布の形状を変化させる。特に女性については、年度による違いが小

さく見える。 
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図表 5 MLD の分布（男） 

（出所）筆者作成 

 

 

図表 6 MLD の分布（女） 

（出所）筆者作成 
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図表 7 企業内MLD の推移18 

（出所）筆者作成 

 

図表より、企業内格差は男性の方が大きいことが確認される。図表 5 より、全体の格差

は、2003 年時点では女性の方が大きいが、企業内格差では、逆の関係になっていることが

分かる。また、2003 年から 2007 年にかけて、男性の企業内格差の指標は大きく拡大して

いることが確認された。 

既存研究においては、企業ごとの格差指標に算出し、その分布を確認したものはなく、

本研究の大きな貢献であると考えられる。また、このデータは標本データでなく、全ての

健康保険組合の全ての被保険者の格差を扱っていることが特記すべき点である。 

 

４．２．企業間格差 

 

本節では、企業間の格差に注目する。3 章で述べた通り、企業間格差は、企業ごとの平均

賃金の分布のばらつきによって評価される。企業ごとの平均賃金のばらつきをMLD により

評価することが出来る。 

図表 8 と図表 9 は、それぞれ男性と女性の平均賃金の分布を表している19。男性の分布は

大きな変化はないが、女性の分布は 2003 年から 2007 年にかけて、右にシフトして、平均

賃金は上がっていることが確認できる。一方で、分布のばらつきについては、顕著な傾向

は見られない。 

 
                                                  
18 GINI 係数の平均値から測定した場合も、同様の結果が観測されている。 
19 男女の平均賃金の分布を比較しやすいように、全組合の平均賃金に大まかに比例した形で、図の横軸を

設定している。 
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図表 8 平均賃金の分布（男） 

（出所）筆者作成 

 

 

図表 9 平均賃金の分布（女） 

（出所）筆者作成 
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図表 10 では、図表 8 と図表 9 で示した企業ごとの平均賃金の分布のばらつきをMLD に

より評価し20、企業間MLD を算出している。図表より、男性の格差に比べて、女性の格差

の方が大きいことが分かる。図表 7 において、企業内の賃金格差は男性の方が大きいこと

を確認したが、企業間の格差は女性の方が大きいことが分かる。2003 年時点で全体の格差

が女性の方が大きいのは、企業間格差が大きいことによることが分かる。 

また、2003 年から 2006 年までの企業間格差の指標については、女性の変化はほとんど

なく、男性の格差は微増であることが分かる。 

 

 

図表 10 企業間MLD の推移21 

（出所）筆者作成 

 

４．３．格差変化の要因分解 

 

最後に、2003 年から 2007 年における賃金格差の変化の要因分析を行う。3 章で述べた

ように、格差をMLD で評価することによって、全体の格差の変化（ MLD ）は、企業内

格差の変化（ ）と企業間格差の変化（inMLD betMLD ）の寄与に分けることが出来る。

また、企業内格差の変化と企業間格差の変化は、純粋効果と構成変化の効果に分けること

が出来る。 

図表 11 では、全体の格差の変化（ MLD ）における、格差の変化（ ）と企業

間格差の変化（ ）の寄与を示している。図表より、2003 年から 2007 年における

男性の格差拡大の要因は、企業内格差の拡大による寄与が非常に大きいことが確認された。

inMLD

betMLD

                                                  
20 正確には、図表 8 と図表 9 の重み付き分布のばらつきにより評価する。 
21 GINI 係数から測定した場合も、同様の結果が観測されている。 
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また、企業間格差もプラスに寄与していることが分かる。女性の格差の変化では、企業内

格差の拡大のみの寄与により、全体の格差が拡大したことが分かる。ともに、全体の格差

拡大における、企業内格差の重要性を示している。 

 

 

図表 11 MLD の変化への寄与 

（出所）筆者作成 

 

次に、図表 11 の企業内格差の変化と企業間格差の変化の寄与を、純粋効果と構成変化の

効果に分割する。図表 12 と図表 13 は、それぞれ、企業内格差と企業間化格差の純粋効果

と構成変化の効果を示している。すなわち、図表 11 の企業内格差の寄与を図表 12 の純粋

効果と構成変化の効果に分解し、図表 11 の企業間格差の寄与を図表 13 の純粋効果と構成

変化の効果に分解している。 

図表 12 より、男性の企業内格差の要因では、純粋効果が大きいことが分かる。すなわち

個々の企業の内部で、格差が確実に広がっていることを意味する。図表 11 において、女性

の企業内格差の要因は男性に比べて、小さくなっているが、構成変化の効果がマイナスに

働いていることに依存していることが分かる。すなわち、企業内部の格差が小さな企業に

おいて、従業員の数が相対的に増えたことにより、企業内格差を引き下げた。純粋効果に

ついては、男性よりも小さいものの、女性の全体の格差の拡大に寄与している事が分かる。 

図表 13 より、企業間格差の要因については、男女ともに、純粋効果はマイナスに、構成

変化の効果がプラスに働いている事が分かる。企業間格差の純粋効果が縮小していること

は、企業の平均賃金の違いは小さくなっていることを意味している。一方で、構成変化の

効果が拡大していることは、図表 8 および図表 9 の企業の平均賃金分布において、分布の

すそに位置する平均賃金が低い企業や平均賃金が高い企業の従業員数が、相対的に増えて

14 
 



いることを意味している。 

 

 

図表 12 企業内MLD の変化への寄与（純粋効果と構成変化の効果） 

（出所）筆者作成 

 

 

図表 13 企業間MLD の変化への寄与（純粋効果と構成変化の効果） 

（出所）筆者作成 
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５．まとめと考察 

 

2003 年から 2007 年までの健康保険組合の月次報告データを用いて、企業内および企業

間の賃金格差を測定した。男性の企業内格差は、女性より大きいが、2003 年から 2007 年

にかけてさらに拡大した。男性の企業内格差の拡大は、全体の格差の拡大に大きく寄与し、

2003 年時点では女性の方が大きかった全体の格差は、2007 年時点では逆転したことが確認

された。一方で、企業間の格差は女性の方が大きく、全体の格差に大きく寄与している。 

2003 年から 2007 年にかけての企業内の格差の拡大は、純粋効果が大きく寄与している

ことが確認され、個々の企業内部で格差が拡大していることが分かる。女性の企業内格差

については、構成変化の効果がマイナスに寄与し、企業内部の格差が小さな企業において、

従業員の数が相対的に増えたことが分かる。 

また、企業間格差については、純粋効果は縮小しており、企業ごとの平均賃金の格差は

縮小していることが分かる。一方で、構成変化の効果は拡大し、平均賃金の相対的に低い

企業や高い企業において、従業員数が増えたことを意味している。 

これらの変化に対して、個々の企業がどのように寄与しているのかを確認すると、人材

派遣健保組合の貢献が非常に大きいことが分かる。2003 年から 2007 年にかけて、従業員

数の割合は増えており、特に女性において顕著である。人材派遣健保組合の平均賃金は男

女ともに相対的に低く、構成変化の効果により企業間格差を拡大させていることが分かる。

さらに、女性に関しては、人材派遣健保組合における内部の格差は相対的に低く22、企業内

格差における構成変化の効果にマイナスに寄与することが分かる。 

本稿の意義は、賃金格差拡大における、企業内の格差の重要性を示すことが出来た点に

ある。また、全体の格差へは、企業間格差や構成変化の効果が関係しあって、形成されて

いることが確認された点も重要である。 

既存研究では、賃金格差の拡大における年齢構成の変化の重要性が指摘されているが、

本稿で用いたデータには、平均年齢の情報のみがあり、年齢構成の情報が含まれていない。

そのため、年齢構成変化による格差拡大の影響を確かめることは出来ない。しかしながら、

企業ごとの平均年齢の変化と企業内格差の変化の相関は非常に低く、企業内格差の拡大が、

高齢化によりもたらされたとは考えにくく、企業内格差拡大の要因を分析することは非常

に重要である。 

今後の分析として、企業の財務データと健康保険組合のデータのマッチングを行い、企

業の賃金格差と業績などの間にはどのような関係があるのかを分析することが可能である。

また上場企業であるか非上場企業であるかにより、格差の変化がどのように異なっている

かを分析することが可能である。 

さらに、本稿では、健康保険組合の月次のデータを平均して年次にして分析を行ったが、

月次データの特性を生かした分析も可能である。例えば、健康保険組合に加入した人数や

                                                  
22 人材派遣健保組合の内部の男性の格差は全体の平均よりも多少高くなっている。 
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脱退した人数、賃金分布の変化を月次で観測することが可能である。そのため、4 月の加入

者数や分布の変化により企業の採用方針を、9 月の定時決定における賃金分布の変化により

企業の昇給方針の変化を捉えることが可能となる。企業の業績、経営方針23、賃金格差など

の関係の分析することが可能であり、今後の研究課題とする。 

 

                                                  
23 賞与の額も月次でとらえることが可能であり、企業業績との関係をみることが出来る。 
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補論 A 賃金分布の季節性 

 

本稿では、月次のデータの平均値を用いることに年次の分析を行っているが、賃金分布

には、季節性が存在することが確認されている。 

図表 1 は平均賃金、図表 2 はMLD の月次の変化を表わしている。まず、4 月に平均賃金

が低く、格差が大きくなる。新卒採用の効果であると考えられる。その後は、平均賃金が

上がり、格差が小さくなり、9 月の定時決定において、平均賃金がピーク、格差も最も低く

なる。10 月以降は、平均賃金の緩やかな下落と格差の緩やかな拡大が観察される。 

ただし、女性の格差については、4 月の大きな格差拡大は観測されず、逆に微減している。

新卒採用の賃金が、他の従業員の賃金分布の左の端に位置していないことを示唆している。 

 

 

図表 1 標準報酬月額の分布 

（注）図表の左の目盛は男性、右の目盛は女性の平均賃金を表わしている。 

（出所）筆者作成 
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図表 2 標準報酬月額の分布 

（出所）筆者作成 
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補論 B 係数から見た格差の変化 GINI

 

本稿では、MLD により賃金格差を評価したが、 係数からも格差の変化を評価する

ことが出来る。図表 1 は全体の格差をGINI 係数で評価して、変化を示したものである。

GINI

MLD により評価した場合と同様に、男性の格差の拡大、2003 年時点では女性の格差の方

が大きかったが、2007 年時点では逆転していることが観測される。 

企業内格差についても、企業ごとの 係数の重み付き平均値を用いることにより評価

することが可能であり、企業間格差についても、企業ごとの平均賃金の分布のばらつきを

係数で評価することが可能である。それぞれ、図表 2 と図表 3 に示している。これら

も、

GINI

GINI

MLD で評価した場合と同様の傾向が確認される。 

ただし、MLD とは異なり、 係数で評価した場合、全体の格差を企業内格差と企業

間格差の和により分割することが出来ず、格差の要因分解が出来ない。そのため、本稿で

は、

GINI

MLD を用いて格差を評価し、格差の要因分解を行っている。 

 

 

図表 1 係数からみた賃金格差の変化 GINI

（出所）筆者作成 
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図表 2 係数からみた企業内格差の変化 GINI

（出所）筆者作成 

 

図表 3 係数からみた企業間格差の変化 GINI

（出所）筆者作成 
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